（様式１）

利益相反自己申告書
年　　月　　日

利益相反マネジメント委員会委員長　様
所　属：　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
Ｑ１.あなたは、Ｑ２に該当する産学官連携活動*1または厚生労働科学研究を行っていますか。

　　　□Ｙｅｓ（こちらにチェックした方はＱ２以降に進んでください。）

　　　□Ｎｏ（こちらにチェックした方は、これで終わりです。日付、所属、氏名を記入し提出してください。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　
Ｑ２．該当する産学官連携活動*1または厚生労働科学研究
　　　□①共同研究　□②受託研究　□③寄附金受入　□④研究員受入（①～④は相手先が大学の場合を除く）
　□兼業　□物品購入*2　
□その他（例：学術指導、依頼試験・分析）[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

　　　　[上記の相手先機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

　□委員会/審議会/学会等（他校委員会を除く）の委員受任　[委員会等名：　 　　　　　　　　　　　　　　]
□厚生労働科学研究（申請含む）　[課題名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

　　　*1　今年度に産学官連携活動を予定している場合を含む

　　　*2　本学が５００万円以上の設備・物品・役務サービスを購入する案件に関与している場合

Ｑ３．産学官連携活動等の相手先*3との下記のいずれかに該当する経済的な利益関係*4の有無

　　　□有　　□無

　　　１．株式等の保有（未公開株及びストックオプションは１株以上、公開株は発行済株式の５％以上）
　　　２．役員・顧問等への就任（生計を一にする配偶者又は一親等の場合は就業を含む）
　　　３．１相手先あたり１００万円を超える収入（自らの所得として計上される兼業報酬、謝金等の総額）
　　　４．１相手先あたり１００万円相当以上の役務又は機材等の無償での受領又は借用
　　　５．融資・保証等の受領（銀行等金融機関を除く）
　　　【以下は委員会/審議会/学会等委員受任及び厚生労働科学研究の場合のみ対象】

　　　６．１相手先あたり２００万円を超える共同研究費又は受託研究費の受入れ
　　　７．１相手先あたり２００万円を超える奨学寄付金の受入れ
　　　*3　委員会/審議会/学会等の委員受任又は厚生労働科学研究においては、委員会/審議会/学会等の審議
事項や当該研究課題に利害関係を有する企業・団体等
　　　*4　生計を一にする配偶者及び一親等（両親及び子供）の者を含む今年度１年間における一つの相手先との
利益関係（見込みを含む）。
　Ｑ３で「有」の場合、本申告書とともに該当する企業・団体等ごとに利益相反自己申告書（様式２）を利益相反マネジメント委員会事務局に提出

　Ｑ３で「無」の場合であっても、第三者から利益相反の疑惑を抱かれる懸念があるときは、本申告書とともに利益相反自己申告書（様式２）を利益相反マネジメント委員会事務局に提出
【事務局使用欄】
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